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背  景 

GRID transformation 

ONE ENERGY FLOW, ONE INFORMATION FLOW 
Transmission Distribution Consumer Generation 

TODAY   ENERGY RESOURCES CENTERED 

EXPECTED  DISTRIBUTED AND PARTICIPATIVE MARKET 

Source: NIST Smart Grid Framework 1.0 Sept 2009 

• Distributed generation and consumption 

• More focus on customer concerns; quality, security of supply 

• New market participants, pro-sumers, aggregators, mobility service 
operators, etc 

• New management models; transparency and non discriminatory 
access. 

• New products and services. 

BI-DIRECTIONAL ENERGY FLOW, “N” INFORMATION FLOWS 

○多数の発電所と多数の需要を調整するシステムへの変革 



                       
Energy 

FIWARE for Smart Energy  

ICT 

Benefits of using the future internet and GE 
approach: 
�Shorter time to market! 
�Easy access for new partners 
�scalability of applications 
�lower costs for application development 
 

 

Internet technologies 

FIWARE of Energy: organizing.. 
�Enabling innovation based on internet interfaces in the 
energy sector 
�(volatile) distributed energy production 
�(flexible) consumers and prosumers 
�electric vehicles (as consumers and storage) 

 
 

Smart  
Energy 

○地域の分散電源、ＥＶ、消費者を統合管理して地域での一次的需給調整 

SMART ENERGY SYSTEMS  
- ARE CRUCIAL IN 100% RENEWABLE 
ENERGY SYSTEMS 

A cross-sectoral and coherent energy system solution 
 
– Smart Electricity Grids to connect flexible electricity 

demands such as heat pumps and electric vehicles to the 
intermittent renewable resources such as wind and solar 
power. 

– Smart Thermal Grids (District Heating and Cooling) to 
connect the electricity and heating sectors. This enables 
thermal storage to be utilised for creating additional 
flexibility and heat losses in the energy system to be 
recycled. 

– Smart Gas Grids to connect the electricity, heating, and 
transport sectors. This enables gas storage to be utilised for 
creating additional flexibility. If the gas is refined to a liquid 
fuel, then liquid fuel storages can also be utilised. 

 
 

S O L U T I O N  

○電気、ガス、熱を総合的に管理するシステムへの変革 

→変動する再エネとヒ－トポンプ、ＥＶ等可操作需要の接続 

→熱供給と電力グリッド接続による、蓄熱活用等 

→電力、ガスグリッドの接続による、ガス貯蔵の活用、交通への利用 







なぜＮＥＣ？ 



ＥＶ開発の経緯 
 
１９９０年頃    カリフォルニア州のＥＶ販売義務付けを契機とした第二次ＥＶプ－ム 
            
1990から2000    メ－カ－各社の水面下での技術開発 
          トヨタ、ホンダは本気で開発 → １９９４年頃に電池ネックでＥＶからＨＶに 
           ・安全面で問題があったＣｏタイプリチウムイオン電池 
 
１９９７年     初代プリウス販売  先行各社は、電動パワ－トレイン・制御技術確立 
 
２００２年頃    環境省の石特技術開発制度発足  ＮＥＣラミリオンエナジ－のラミネ－ト 
           電池開発支援  富士重工との連携 試作電池はエナックス制作 
            ・Ｍｎタイプリチウムイオン電池の開発成功 
 
２００４年頃    富士重工・ＮＥＣラミリオンエナジ－ Ｒ１ｅを記者発表 
 
２００６年頃    東電ＥＶ３０００台購入計画発表  
   
２００７年     オ－トモ－ティブエナジ－サプライ発足 ＥＶ電池量産工場着工 
                                    （年産リ－フ１０万台相当） 
 
２００９年     三菱自工アイミ－ブ販売開始 
 
２０１１年     日産リ－フ販売開始          
           この頃、ＮＥＣは家庭用蓄電池会社立ち上げ 

地球温暖化対策市場化直結技術開発補助事業 

事業名 ： ラミネート型マンガン系リチウムイオン電池の開発 

実施機関 ： オートモーティブ・エナジー・サプライ株式会社 
        （2007年3月までＮＥＣラミリオンエナジー） 

実施期間 ： 2004年～2006年度 

電気自動車 





○九電問題勃発 











SOC:State of charge  





２０１５年度の経産省の動き 



平成28年度経済産業省の予算（VPP） 

経済産業省ホームページより引用 

経済産業省がＨ２８年度の概算要求に「バーチャルパワープラント（VPP）構築事業費補助金」を設定 
 （２０１５．１２．２４閣議決定）   ※VPP：Virtual Power Plant 

【キーワード】 
 ・再エネ余剰処理 
 ・ピークカット 
 ・昼夜間値差活用 
 ・デマンドレスポンス 
 ・インバランス調整 

改革2020での取組み 

首相官邸ホームページより引用 

①再生可能エネルギー由来のCO2フリー水素の利用 
②革新的エネルギーマネジメントシステムの確立 
  （ＶＰＰのこと） 

アベノミクス日本再興戦略改定２０１５（２０１５．６．３０閣議決定）の「改革２０２０」の中で、「革新的エネルギー
マネジメントシステムの確立」として、ＶＰＰに取組むこととされている 
※ＶＰＰ：分散している再エネや蓄電池等と、高度な需要管理手法であるデマンドレスポンス等を統合的に活用することで、 
       あたかも一つの発電所（仮想発電所：ＶＰＰ）のように機能させる新たなエネルギーマネジメントシステム 



VPP（仮想発電所）のイメージ 

送配電 
ネットワーク 

原子力発
電 

火力発電 

水力発電 

太陽光発
電 

風力発電 

アグリゲーター 

エコキュートの 
昼間運転 

ビル・商業施設等に設置の 
蓄電池の充放電 

電気自動車の充放電 

仮想発電所 
（需要家側設備） 

監
視
・
制
御 

需給調整は、これまで大規模電源にて実施してきたが、再生可能エネルギーの更なる有効活用のため、需要家側の設備等
をうまく活用、あたかも一つの発電所（VPP）のように制御する技術 
 発電余剰時：需要側を増コントロール（蓄電、蓄熱等） 
 発電不足時：需要側を減コントロール（放電、空調等の負荷縮小） 

仮
想
発
電
所
の
動
作
（
例
） 

再生可能エネルギー 
の更なる有効活用 
（発電の継続） 

大規模電源 

VPP事業者が提供するソリューション 

【小売事業者】 

【系統運用者】 

【ＶＰＰ事業者】 

【需要家・コミュニティー】 

【再エネ事業者】 

・顧客サービス 
・電源調達 
・インバランス回避 

・調整力確保 
・電力品質維持 

・発電の継続 

・エネルギーコスト低減 
・環境負荷低減 
・再エネ有効活用 

需要側のリソースをアグリゲート 



37 

本調査は、一般社団法人新エネルギー導入促進協議会の「地産地消型再生可能エネ
ルギー面的利用等推進事業費補助金（構想普及支援事業）」の補助により実施した。 
  
  
（１）補助対象事業 
Ⅰ．事業化可能性調査 
【補助事業の名称】：淡路島に点在する蓄エネ設備を活用した地域エネルギーの

地産地消を目指したエネルギーマネジメントに関する調査 
【交付決定番号】：６Ｓｌｌ１２４ 
【補助事業者】：○公益財団法人新産業創造研究機構 

兵庫県立工業技術センター 
◎関西電力株式会社 

  

所  属 役職 氏  名 役割分担 
（公財）新産業創造研究機構 部門長 佐野 正 全体統括 
兵庫県立工業技術センター 次長（技術調整担当） 北川 洋一 全体事業管理 
関西電力株式会社 担当部長 石田 文章 全体事業管理 

所  属 役職 氏  名 役割分担 
京都大学 特任教授 内藤 克彦 学識経験者 
神戸大学 名誉教授 北村 新三 学識経験者 
東京大学 特任准教授 田中 謙司 学識経験者 
兵庫県企画県民部 
特区推進課 課長 松久 士朗 自治体委員 
兵庫県企画県民部 
水エネルギー課 課長 中尾 兼人 自治体委員 
兵庫県淡路県民局 
県民交流室未来島推進課 参事 岸 和民 自治体委員 
洲本市企画情報部 参事 寺岡 朗裕 自治体委員 
南あわじ市企画部 課長 北川 真由美 自治体委員 
淡路市企画政策部 次長 鈴木 勝 自治体委員 
株式会社東芝 部長 山口 秀明 企業委員 
トヨタ自動車株式会社 担当部長 河合 大洋 企業委員 
ダイキン工業株式会社 主任技師 松浦 哲哉 企業委員 
近畿経済産業局 参事官 濱崎 浩 オブザーバー 

  

 

実施体制 
 事業者 

委員会委員、オブザーバー 



（７）再生可能エネルギー導入見込量の推計について 39 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 導入量及び認定量の推移 
  認定量の増加は、図１の通り4月以降鈍化し、概ね1か月１ＭＷ 
   程度となっている。導入量は、既認定済設備が順次設置され 
       順調に増加。 

２ 今後の導入見込量 
  導入量、認定量の推移を踏まえたトレンド方式、国等の 
  導入目標のブレークダウン及びヒヤリングにより推計。 
  結果は、表の通りで、あわじ環境未来島構想の目標達成 
  は可能。 

0
50

100
150
200
250
300
350
400

4月 5月 6月 7月 8月 

認定容量 導入量 

現 状 2020年 2030年 2050年 
未来島目標自給率（％） 20％ 35％ 100％ 
太陽光発電容量見込量（ＭＷ） 149 240 360 600 
風力発電容量見込量（ＭＷ） 55 55 70 100 
太陽光発電量見込量（ＧＷｈ） 195 300 450 750 
風力発電量見込量（ＧＷｈ） 96.5 96.5 123 175 
自給率の推計（％） 32.8％  44.6％  64.3％ 103.9％ 

注1：現状の発電容量は平成27年3月末ＦＩＴ数値 
注2：太陽光の発電量については、1250kWh/年で推計。（平均1,474ｋＷｈ/年：1,274～1,746ｋＷｈ/年）。 
注3：風力発電の発電量は利用率20％として推計。（ヒヤリング結果では、1570～1750 kWh/年 
注4： ：現状の電力消費量を890ＧＷｈとして推計。 
注5：これらの推計は、系統連系の制約は考慮していない。系統連系問題を解決する必要がある。 



（８）再生可能エネルギー利用の課題 40 

 
 
 
 
 

１ 系統制限 
  北部：送電線の空き容量が残りわずか 
    南部：今後の太陽光発電は、新たな接続にあたり無補償で出力抑制の条件付き 
 
２ エネルギーベストミックス 
  太陽光発電の導入量が突出し、電力需要量が低い春季に余剰電力化の恐れがある。 
 
３ 地域資源の便益の地域への還流による地域の活性化 
  大規模設備において、太陽光発電で70％、風力発電で90％以上が島外資本。 
   地域の資源である再生可能エネルギーの利用にかかる便益は地域に最大限還流し、地域への活性化に 
   繋げていく必要がある。 
 
４ 防災拠点でのエネルギー自立 
  東南海大地震等に備え、 200か所以上設置されている防災拠点のエネルギー自立 
 
    
 
 

（９）課題と対応の方向（１）系統制約問題と対応方向） 41 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
北部：送電線の空き容量がわずかとなっており、あと少ししか新たな接続はできない状況。 
     対策としては、送電線の容量増が必要、また、需要増により軽減の可能性あり。 
南部：太陽光発電が大幅に増加した場合、発電機の下げ代を確保できない時間が増加し、今後 
     の新たな発電設備連系にあたっては、無補償での出力抑制の条件がついている。 
対応：解決策の１つとして蓄エネ設備での吸収（ヒートポンプ給湯器やＥＶ・ＰＨＶや水素電解設備） 

前回資料 
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事業性評価イメージ 

水電解 

FCV 

XEMSアグリゲートシステム 

水素ﾀﾝｸ 

FC、水素CGS 

水素ｽﾃｰｼｮﾝ 
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統合アグリゲート 
事業者 

ＨＰアグリゲート 
事業者 

EV/PHVアグリゲート 
事業者 

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 
ｱｸﾞﾘｹﾞｰﾄｼｽﾃﾑ 

EV・PHV 
ｱｸﾞﾘｹﾞｰﾄｼｽﾃﾑ 

水素システム 
事業者 

水素事業者 
は切り分け 

“統合アグリゲート事業者目線“で、  
コスト・収入を想定し事業性を評価 

“水素システム事業者目線“で、 
収入想定から、事業成立コストを算定 

５．事業性 
評価その２ 

４．事業性 
評価その１ 



 ・アグリゲート契約容量×事業性（IRR）による事業性確認（右図） 
 ・競争的資金（補助金）活用等による事業性向上 
 
（その他） 
 ・事業成立の為の各種条件等の感度分析 
  －収入側（発動日数、ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ料等の想定値影響） 
  －コスト側（遠隔化費用、初期設備投資、ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ等） 

・アグリゲート事業を活用できるビジネスモデルの検討 
（ネガワット取引、PV余剰受入他） 
・アグリゲートビジネスの活用機会（頻度）検討 
（各ビジネスモデルの発動日数・取引容量等の想定） 

・EV/PHV 利用特性  （蓄電池容量、使用ﾊﾟﾀｰﾝ、走行量/充電量kWh、使用電力kW、 
                    充電時間帯、各種制約事項、現普及率と見通し等） 
・HP給湯器の利用特性 （蓄熱容量、家族別使用ﾊﾟﾀｰﾝ、沸上使用電力量kWh、使用電力kW、 
                    沸上時間帯、各種制約事項、現普及率と見通し等） 
・水素システムの利用特性（使用電力量kWh、使用電力ｋW、運転制約事項、今後の見通し等） 

0.1 １ 
ｱｸﾞﾘ契約量（MW） 

Ｉ
Ｒ

R
（

%
）

 ＜アグリ契約量と事業性の関係（イメージ）＞ 

0 

ﾊｰﾄﾞﾙﾚｰﾄ 

10 

事業性（ＩＲＲ） 

活用方法 

EV/PHV・HP・水素の 
使用方法、特性（性能） 

・EV/PHV・HP・水電解の遠隔制御化策 
（既設改造、新規IoT化機器設置等） 
・XEMS・メーカー別アグリゲートシステム設計条件整理 
（事業ｽｷｰﾑ、ｼｰｹﾝｽ、主要機能、機能分担等） 

・遠隔監視・制御設備 
・XEMSｱｸﾞﾘｹﾞｰﾄｼｽﾃﾑ 

・EV/PHV・HP・水電解の遠隔制御化コスト 
・XEMS・メーカー別アグリゲートシステム開発コスト 
・サーバー・通信設備等の初期設備コスト 
・アグリゲート事業のランニングコスト 
（事業運営者、顧客対応、ｻｰﾊﾞｰ保守、ﾒｰｶｰｱｸﾞﾘ/保守委託費） 

コスト 
・アグリゲート事業における総事業収入 
 ＝EV/PHVｱｸﾞﾘｹﾞｰﾄ収入（PV抑制・ネガワット他） 
  ＋HPｱｸﾞﾘｹﾞｰﾄ収入（PV抑制・ネガワット他） 
  ＋水素ｼｽﾃﾑｱｸﾞﾘｹﾞｰﾄ収入（PV抑制・ネガワット他） 

収入 
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３．収入の前提条件（共通項） 

事業性評価方法 （第二回委員会資料） 
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ビジネスモデル②（再エネ出力抑制回避） 出力抑制発動日数の想定 

□指定電気事業者における接続可能量連系時の出力抑制日数 
（H27.3.4 新エネルギー小委員会 第5回系統ワーキンググループ資料より） 

九州電力 四国電力 

再エネ出力制御 

延べ出力制御日数：９２日 延べ出力制御日数：８１日 

・接続可能量限界時点の延べ出力制御日数 ⇒ ８０～１００日程度（合成２σ評価）と想定 
 ※実績見合い（神様制御）の場合は２０日程度になるとの評価となっている） 

※ １事業者あたり年間30日の出力制御を効果的に実施することを前提に、接続可能量を算定した結果、接続可能量までに 
  連系した事業者に対して、出力制御が必要な日数 

上記情報より発動日数を想定 
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ビジネスモデル②（再エネ出力抑制回避） 収入配分イメージ 

出力抑制 
指示 

調整結果 
連絡 

FIT売電 
 

アグリゲーター活用により 
ゼロとなったはずのFIT収益 
が得られる 

蓄エネ制御 
（インセンティブ） 

電力会社 
（小売事業者） 

利益 
 

アグリゲート 
事業者 

※電力取引・契約等の制度・ルール等が未整備 
  である為、あくまで将来に想定されるイメージ 

点在する需要家の 
リソースをアグリゲート 

電力会社 
（系統運用者） 

発電余剰時に 
出力抑制を指示 

再エネ 
発電事業者 

利益 
 

利益 
 

需要増 

需要増依頼 

エコキュート 

EV／PHV 

一般家庭 昼間時間帯における 
需要の増／減を 

コントロール 水電解 

水素タンク 

水素事業者 

需要家収入 
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ビジネスモデル③（デマンドレスポンスサービス） ネガワット取引の発動日数の想定 

□ ネガワット取引サービスの適用日数について 
2012～2013年度におけるＪEPＸスポット取引の関西エリアプライスを基準として 
価格が30円を超える日数をサービス適用日数として計上。 

0

10

20

30

40

50

60

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

2012～2014年のJEPXスポット価格（関西エリアの各日最高値） 

2012年度 14日間 2013年度 9日間 2014年度 4日間 

上記情報より発動日数を想定 



48 ビジネスモデル③（ネガワット取引）収入配分イメージ 

電力会社 
（小売事業者） 

アグリゲート 
事業者 

供給力確保方策として 
需要抑制を依頼 電力会社 

（系統運用者） 

再エネ 
発電事業者 

利益 
 

利益 
 

需要抑制 
依頼（計画） 

エコキュート 

EV／PHV 

一般家庭 昼間時間帯における 
需要の増／減を 

コントロール 

蓄エネ制御 
（インセンティブ） 

点在する需要家の 
リソースをアグリゲート 

水電解 

水素タンク 

水素事業者 

ｱｸﾞﾘｹﾞｰﾄ事業者収入 

需要家収入 

蓄エネ設備       時期 
エリア  現状 2020年 

見通し 
2030年 
見通し 

ヒートポンプ   
給湯器 

 

淡路島 約１７ 約２２ 約３２ 

関西 約７００ 約１,３００ 約２,０００ 

全国 約５,０００ 約９,０００ 約１４,０００ 

ＥＶ／ＰＨＶ  

淡路島 約200台 約２.３ 約１１ 

関西 約１６ 約１６０ 約７００ 

全国 約１１５ 約１,２００ 約５,０００ 

蓄エネ設備 方向 容量 電力量 応答率 

ヒートポンプ   
給湯器 

需要増  ｋＷ ｋＷｈ ％ 

需要減  ｋＷ ｋＷｈ ％ 

ＥＶ／ＰＨＶ  
需要増  ｋＷ ｋＷｈ ％ 

需要減  ｋＷ ｋＷｈ ％ 

対象蓄エネ設備の利用特性 まとめ 49 

※1 電気温水器を含む数字 ※２EVのみ 

 事業性評価では、2020年の淡路島にHP22,000台、EV/PHV2,300台導入（24.3ＭＷ）と仮定 

※1 

単位[千台] 

※1 ※1 

※2 



アグリゲート事業 コストイメージ 

水電解 

FCV 

XEMSアグリゲートシステム 

水素ﾀﾝｸ 

FC、水素CGS 

水素ｽﾃｰｼｮﾝ 

水電解装置 
ｱｸﾞﾘｹﾞｰﾄｼｽﾃﾑ 
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統合アグリゲート 
事業者（１社） 

ＨＰアグリゲート 
事業者（１社） 

EV/PHVアグリゲート 
事業者（１社） 

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 
ｱｸﾞﾘｹﾞｰﾄｼｽﾃﾑ 

EV・PHV 
ｱｸﾞﾘｹﾞｰﾄｼｽﾃﾑ 

水素システム 
事業者（１社） 

※事業性試算 
には含めず 

初期コスト 

ＩｏＴ初期コスト 

ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ 水素事業者 
は対象外 

開発費 
開発費 

水素システムアグリゲートによる需給調整活用イメージと収入源 
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（昼間）水素製造開始 
（夜間）水素製造を昼にシフト 

（昼間）水素発電開始 
（夜間）変化なし 

時間 

使
用
電
力
量 

０ ２４ 促進指令 

水素製造 
を開始 

水素製造 水素製造 

夜間 時間 

使
用
電
力
量 

０ ２４ 

抑制指令 

発電 

水素で 
発電 水素製造 

夜間 

（昼間）水素製造なし、発電なし 
（夜間）水素製造、発電なし 

時間 

使
用
電
力
量 

０ ２４ 

水素製造 

夜間 

通常状態（ベースライン） 

需要促進指令【昼間】 需要抑制指令【昼間】 

②需要増対価 

①水素販売 

③需要減対価 
②再エネ抑制回避ｻｰﾋﾞｽ ③ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾚｽﾎﾟﾝｽｻｰﾋﾞｽ 



52 水素システム事業の事業成立条件について 

1kW当り(水電解ベース）の設備構築コスト（水電解装置＋タンク＋周辺設備）は、 
仮に維持費（年間5％）を考慮すると、が事業成立は現時点では厳しい。 

・現状の水素関連設備コストでは、前述の水素システム事業成立は難しいが、   
 NEDO目標（水電解装置のみで20万円/Nm3）が実現すれば、事業の可能性が 
 出てくると考えられる。 
・今回検討した水素システム事業では、深夜の水素製造だけに比べて、 
 アグリゲート事業参画によって、事業性の向上が期待できる。 

収入 コスト 

※水電解装置 
＋タンク＋周辺設備 

53 
・EV/PHV・HP給湯器は、個人所有のため、地域活用は困難。 

・水素システムは、事業者所有である為、災害時の地域活用が期待できる。 

地域での災害時活用の可能性(活用可能な設備） 

事業者所有 

公共利用 
ＦＣＶ 

⇒防災活用の可能性有 

水電解 

FCV 

水素ﾀﾝｸ 

FC、水素CGS 

水素ｽﾃｰｼｮﾝ 

統合アグリゲート 
事業者 

ＨＰアグリゲート 
事業者 

EV/PHVアグリゲート 
事業者 

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 
ｱｸﾞﾘｹﾞｰﾄｼｽﾃﾑ 

EV・PHV 
ｱｸﾞﾘｹﾞｰﾄｼｽﾃﾑ 

水素システム 
事業者 

個人所有 ⇒防災活用困難 
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地域防災への活用の可能性（水素エネルギー活用による供給） 

水素ｽﾃｰｼｮﾝ 水素ﾀﾝｸ 

約40kWh/日×3日 
=120kWh 

電気 9.8kW 

約250kWh／台 

約60kWh／台 

電気9kW/台 

①水素製造事業所が、防災拠点の場合、燃料電池等で電力供給が可能。 
②ＦＣＶ２台で、避難所（約400人規模）に必要な電力供給が可能。 
③ＦＣバスはより大きな防災拠点等でも活用が可能。 （避難所なら６日程度供給可能） 

FC、水素CGS 

① 

② 

③ 

  ・水素による災害時電力供給は、太陽電池＋蓄電池と比べて、再充填や移動の問題がある 
   が、天候に左右されないメリットがある。水素ステーションの整備・公共利用FCVの普及が 
   進めば、 より低コストで災害時の電力確保ができる可能性がある。 
   今後は、再エネ・蓄電池に加え、水素も考慮した、災害時電力確保の検討が必要。 

FCV 
（公共利用） 

FCバス 

約400人規模 

約400人規模 

約40kWh/日×3日 
=120kWh 

御静聴ありがとうございました。 


